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日本司法書士会連合会

１０．越境サービス（２）専門職の相互承認

【提出意見①】
　「ＴＰＰに関するＱ＆Ａ」において、特に医師や看護師などの専門資格者につ
いて、「米国の政府関係者は、ＴＰＰ交渉で・・・他国の専門資格を承認すること
を求めることはない」と記載されている。法律専門資格者もこれに含まれるの
か不明であり、例え含むとしても、同Ｑ＆Ａの冒頭の「注意」で記載されている
とおり、現時点で把握されている情報に基づいていることから、将来、弁護士
等の法律資格制度についての相互承認が対象となることもありうる。そこで、
法律資格制度の相互承認が交渉の対象となることを想定して意見を述べる。
　我が国は弁護士以外に、複数の法律専門資格者制度があり、他のＴＰＰ交
渉参加国の弁護士に相当する職務を行っている。従って、仮に弁護士職の相
互承認がなされた場合は、日本独自の法律専門資格者制度に大きな影響を
生じ、場合によっては、これらの制度が崩壊してしまうおそれがある。
　日本の法律専門職能のうち、特に司法書士は、他のＴＰＰ交渉参加国に同
種の資格が見当らない専門職である。日本の司法書士は、例えば米国の弁
護士と異なり、不動産登記分野においては中立の第三者として公的な認証業
務を行っていることがほとんどである。それは、ラテン系公証人の業務と同一
であり、米国の弁護士のなし得ないところである。また、日本では、整備された
登記制度があるので、我が国における不動産取引には、米国のような保険会
社やエスクローが関与する必然性はない。よって、資格者の相互承認は、ネ
ガティブリストに加えるべきと考える。
　なお、万一相互承認の交渉が行われることになったときには、日本弁護士連
合会のみならず日本司法書士会連合会をはじめとする、法律専門職能団体と
の十分な協議を行うべきである。


